
新潟県立新潟工業高等学校令和４年度入学生修学旅行事業委託プロポーザル募集要領 

 

 

１ 事業概要 

 (1) 業務名 

   新潟県立新潟工業高等学校令和４年度入学生修学旅行事業委託 

 (2) 事業の目的 

本事業では、企業見学や大学訪問を通じて、自己の将来像についてしっかりと考え、学ぶ

意欲を高めるとともに、平素とは異なる文化・生活環境の中で、よりよい人間関係を築き、

集団生活の在り方や公衆道徳などについての体験を積み、グローバルな人材の育成を目的と

する。※なお、方面については各事業所に一任することとする。 

(3) 履行期間 

    契約締結の日から令和５年 12 月８日（金）まで  

 (4) 参加人数（予定） 

   332 名（生徒 320 名、引率教員 12 名） 

 (5) 業務内容 

   別紙「新潟県立新潟工業高等学校令和４年度入学生修学旅行事業委託仕様書」のとおり 

 (6) 見積限度額 

   生徒一人あたり\ 90,000 を上限とする（消費税・地方消費税及び燃油サーチャージを含む） 

 

２ 参加資格 

  本プロポーザルに参加する者に必要な資格は、次に掲げるとおりとする。 

  (1) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当する者でないこと 

 (2) 新潟県内に本社又は支社（営業所又は事務所を含む）を置く者であること 

(3) 旅行業法施行規則第１条の２第１項に規定する旅行業務の登録がされていること 

(4) 過去５年以内（平成29年４月１日から令和４年３月31日まで）に、高等学校及び中等教育

学校に係る海外研修旅行（修学旅行を含む）の受託実績があること 

(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者でない

こと 

(6) 民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てをしている者でない

こと 

(7) 会社法（平成17年法律第86号）に基づく清算の開始又は破産法（平成16年法律第75号）基

づく破産手続開始の申立てをしている者でないこと 

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号)に規定する暴力

団及びその利益となる活動を行う者でないこと 



３ 説明会 

本業務のプロポーザルを実施するにあたり、下記のとおり説明会を実施する。 

(1) 日時：令和４年３月17日（木）午後２時 

(2) 会場：新潟工業高等学校会議室 

  ※ 説明会参加を希望する場合は、３月16日（水）正午までに団体名、参加者名、連絡先電

話番号、ＦＡＸ番号、Ｅ-ｍａｉｌアドレスをファックス又はメールにて連絡願います。

（様式任意） 

 

４ 参加申込及び提案資格の確認結果の通知 

 (1) 参加申込 

  ｱ 提出書類：(ｱ)～(ｳ)各１部 

   (ｱ) 別紙様式１「参加申込書」 

   (ｲ) 別紙様式２「会社概要」 

   (ｳ) 別紙様式３「業務実績一覧表」 

ｲ 申込期限：令和４年３月25日（金）正午（必着） 

   ｳ 申 込 先：問合せ先に同じ 

   ｴ 申込方法：持参、郵送、ファックス又はメール 

 (2) 提案資格の確認結果の通知 

   参加申込をした者全員に対し、４月４日（月）までに提案資格の確認結果の通知を書面で

行う。 

５ 募集要領の内容についての質問受付及び回答 

 (1) 質問受付 

   ｱ 期  限：令和４年４月５日（火）午後５時（必着） 

   ｲ 受付場所：問合せ先に同じ 

   ｳ 方  法：持参、ファックス又はメール（様式任意） 

 (2) 回答 

   ｱ 期 日：令和４年４月８日（金） 

   ｲ 回答先：上記４により提案資格を確認できた全参加者 

 

６ 企画提案書作成要領 

 (1) 提出書類 

   ｱ 企画提案書 15部（下記の事項について、それぞれ具体的に記載願います） 

   (ｱ) 基本的な考え方 

     ① 修学旅行に対する基本的な考え方や方針 

    



(ｲ) 実施体制 

     ① 添乗員の実績及び体制 

    (ｳ) 行程 

     ① 交通手段 

     ② 宿泊施設の概要、安全性 

        (ｴ) 事前・事後研修、現地研修 

      ① 研修の内容やねらい、効果 

     ② 研修の実施方法や創意工夫点、特色等 

    (ｵ) 安全管理 

      ① 修学旅行中の急病や事故など緊急時の連絡体制や対応 

   ｲ 見積書 15部 

    交通費、宿泊費、諸経費、保険料等の詳細を明記し、代表者印を押印すること 

（様式任意） 

 (2) 提出期限 

   ｱ 期 限：令和４年４月14日（木）正午（必着） 

  ｲ 提出先：問合せ先に同じ 

  ｳ 方 法：持参又は郵送 

(3) 留意事項 

   ｱ 提案書は10ページ以内（両面印刷可）とすること 

   ｲ 参加者は１つの提案しかできないこと 

  ｳ 提出期限以降の企画提案書の差し替え又は再提出は認めないこと 

 

７ ヒアリングの実施 

  提案者に対しては、４月21日（木）に提出した提案内容のヒアリングを実施する。 

  なお、詳細については、別途通知する。 

 

８ 審査要領 

  (1) 審査方法 

    (2)に定める審査基準に基づき、審査委員会が、提出された提案書及びヒアリングの結果

に基づき審査し、最も優れた提案を行った者を特定する。 

 

 

 

 

 



  (2) 審査基準 

審査項目 審査の視点 配点 

受託業務に対 

する考え方 

① 事業目的を適切に理解しているか。 

② 受託業務に対する考え方や方針は明確となっているか 
10 

 

行程 

 

① スムーズで無理のない行程であるか。 

② 負担の少ない交通手段が確保されているか。 

③ 宿泊施設の安全性は確保されているか。 

 

15 

 

 

現地研修 

① 研修内容は具体的であるか。 

② 研修のねらいが明確で、事業目的を達成できるものとなっているか。 

③ 研修内容に偏りがなく、多様な経験をできるものとなっているか。 

④ 添乗員の現地における体制は十分であるか。 

⑤ 創意工夫がなされ、特色ある提案となっているか。 

 

 

25 

費用 ① 研修のねらいを達成するための適正な価格となっているか。 5 

計  55 

※配点は審査委員１名当たり 

 

９ 審査結果の通知 

  審査結果については、提案者それぞれに文書により通知する。（別紙様式４） 

 

10 日程 

  ・説明会                 ３月17日（木） 

  ・参加申込                ３月25日（金） 

  ・参加資格の審査・確認結果通知      ４月４日（月） 

  ・企画提案書の提出            ４月14日（木） 

  ・ヒアリング実施             ４月21日（木） 

  ・審査結果通知              ４月25日（月） 

 

11 契約の締結 

  審査委員会が最も優れた提案を行った者であると特定した者と委託契約の締結交渉を行う

（契約書の作成要）。ただし、その者が地方自治法施行令第167条の４の規定のいずれかに該

当することとなった場合、契約の締結を行わないことがある。 

  また、最も優れた提案を行った者と協議が整わない場合にあっては、次点者と協議の上、契

約を締結する場合がある。 

 

 



12 問合せ先 

  〒950-2024  新潟市西区小新西１丁目５番１号 

新潟県立新潟工業高等学校 担当：山森 真二（学年主任）／齋藤 祐紀 

    電話番号：０２５－２６６－１１０１（代表） 

Ｆ Ａ Ｘ：０２５－２６６－１２３８ 

Ｅ-ｍａｉｌ：yamamori.shinji@nein.ed.jp／saito.yuki@nein.ed.jp 

 

13 その他留意事項 

 (1) 提案書の作成、ヒアリング等に要する経費及び提出に要する経費は、提出者の負担とす

る。 

 (2) 提出された企画提案については、提案を行った者に無断で使用しないものとする。 

 (3) 企画提案の審査を行う際、必要な範囲において、提案者に通知することなく複製を作成す

ることがある。 

 (4) 提出された提案書等は返却しない。 

 (5) 申込書の提出後に申込みを辞退する場合は、別紙様式５「参加申込辞退書」を提出するこ

と 

 (6) 失格事項 

   次のいずれかに該当する者が行った提案は、失格となることがある。 

   ｱ 本募集要領に適合しない書類を作成し、提出した者 

   ｲ 記載すべき事項の一部又は全部を記載せず、または書類に虚偽の記載をし、これを提出

した者 

   ｳ 期限後に提案書を提出した者 

   ｴ  本要領中１(6)の見積限度額を超えた見積額を提案した者 


